


































 

 

 

 

Ⅲ. １次速報から２次速報への主な改定要因 

 

今回の 1 次速報発表後に、推計に用いる基礎統計の入手などにより、2 次速報において改

定される需要項目の主要なものは以下のとおり。 

 

＜原系列＞ 

○ 民間企業設備 

１次速報：供給側基礎統計の情報に基づいて推計。 

２次速報：『四半期別法人企業統計調査』（財務省）等により推計される需要側推

計値と供給側推計値を統合して推計。（なお、供給側推計値も、基礎統計の

欠落月値の入手、確報化により、改定される。） 

 

○ 民間在庫品増加 

原材料在庫、仕掛品在庫、製品在庫、流通在庫の４形態の在庫のうち、 

１次速報： 原材料在庫、仕掛品在庫について、1 次速報段階では、季節調整の際

に利用している ARIMA モデルにより名目及び実質原系列を推計。 

２次速報： 原材料在庫、仕掛品在庫については、『四半期別法人企業統計調査』 （財

務省）により推計。（なお、製品在庫、流通在庫も基礎統計の確報化等

により、改定される。） 

 

○ 基礎統計の欠落月値入手、確報化等による改定 

１次速報：基礎統計の欠落月値については、補外推計。また、基礎統計の確報値

が入手できない場合は、速報値を用いて推計。（３カ月目の『国際収支統計

（速報）』の公表日までに公表された基礎統計を利用可能な範囲で用いて推

計。） 

２次速報：１次速報段階における基礎統計の欠落月値が入手できた場合は、補外

推計値から置き換えて、また、確報化または遡及改定がなされた場合は、

速報値から置き換えて推計。（当該四半期の『四半期別法人企業統計調査』

の公表日までに公表された基礎統計を利用可能な範囲で用いて推計。） 

 

＜季節調整系列＞ 

四半期の季節調整系列については、上記により改定される原系列を含めて季節調整を

かけなおすため、名目、実質ともに、平成 6 年 1-3 月期まで遡って改定される。 



 

 

 

Ⅳ．その他の留意事項 

 

今回の１次速報においては、基礎統計の追加入手等を踏まえた通常の改定を行っている

が、それ以外の変更は以下のとおり。 

 

（１）基礎統計の遡及改定等への対応について 

 以下に示す基礎統計の遡及改定等に対応して、所要の改定を行った。 

改定された基礎統計 
速報推計における遡

及期間 
公表時期 改定される推計 

『企業物価指数』 22 年 1-3 月期まで 24 年 7 月 
供給側推計、ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ推

計 

『農業物価指数』 23 年 1-3 月期まで 24 年 7 月 供給側推計 

『生産動態統計』 22 年 1-3 月期まで 24 年 7 月 供給側推計 

『国土交通月例経済』 24 年 1-3 月期まで 24 年 7 月 供給側推計 

 

（２）東日本大震災の影響への対応について 

 （別紙）を参照されたい。 

 

 



（別紙） 

2012年（平成 24年）４－６月期四半期別ＧＤＰ速報（１次速報値） 

における東日本大震災の影響への対応について 

 

 

2012年(平成 24年)４－６月期の四半期別ＧＤＰ速報（１次速報値）の推計にあたっては、

補外推計において、東日本大震災による影響を取り除くため、以下のとおり推計方法の変

更を行った。 

 

○供給側推計（品目別の補外方法） 

 

１．製造業 

 製造業については、「製材・木製品」、「家具・装備品」、「なめし革・毛皮・同製品」、「一

般産業機械」、「電子・通信機器」、「その他の輸送機械・同修理」、「精密機械」のコモディ

ティー・フロー法の作業分類の 91品目分類（以下「分類」という）の推計に用いる基礎統

計である「生産動態統計調査」の３ヶ月目が得られないため、各分類に関連する「鉱工業

指数」と「国内企業物価指数」を乗じたものを用いて補外値を推計した。 

また、「と畜・畜産食料品（肉製品）」、「飲料（清涼飲料）」については、過去の動向を加

味し、補外値を推計した。 

 

２．サービス業 

 サービス業については、各分類について、下記のように業界統計を使用、あるいは過去

の動向を加味し、補外値を推計した。 

  

１） 業界統計により補外値を推計した分類 

「鉄道輸送（ＪＲ旅客、民鉄旅客）」、「水運」、「その他の運輸（主要旅行業者取扱額

合計（国内旅行、海外旅行、外国人旅行））」、「物品賃貸サービス（リース契約高）」、

「旅館・その他の宿泊所」 

 

２） 過去の動向を加味して推計した分類 

「道路輸送（タクシー旅客、バス旅客）」、「情報サービス、映像・文字情報製作（新

聞業）」、「広告」、「その他の対事業所サービス（エンジニアリング業国内向け受注高）」、

「娯楽サービス（劇場・興行場・興業団、ゴルフ場、ゴルフ練習場、遊園地、パチ

ンコホール売上高）」 
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